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長崎県防災ヘリコプター緊急運航要領 

 

（趣   旨） 

第１ この要領は、長崎県防災ヘリコプター運航管理要綱（以下「要綱」という｡）第 12条第３

項の規定に基づき、長崎県防災ヘリコプターの緊急運航（以下「緊急運航」という。）に関して

必要な事項を定める。 

（他の規定との関係） 

第２ 緊急運航については、要綱に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 

（緊急運航基準） 

第３ 緊急運航は、市町及び消防機関、その他関係機関からの災害派遣要請に基づくものとする。

（但し、救急活動については市町長からの災害派遣要請とする｡） 

第４ 緊急運航は、次に定めるところによる。 

１ 災害応急対策活動 

（1）被災状況等の偵察、情報収集活動 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で広範囲にわたる偵察、情報収集活動を行

う必要があると認められる場合 

（2）救援物資、人員、資機材等の搬送 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に緊急に救援物資、人員資機材等を搬送す

る必要があると認められる場合 

（3）その他運航責任者が必要と認める活動 

災害応急対策上、特にヘリコプターによる活動が有効と認められる場合 

２ 救急活動 

（1）交通遠隔地からの傷病者、医師等の搬送 

離島、山村等の交通遠隔地から真に生命が危険な傷病者の搬送を緊急に行う必要がある場

合で、他に搬送の手段がなく、かつ、原則として医師が搭乗できる場合 

ただし、感染のおそれがある患者の搬送については関係者による協議を行う。 

（2）その他運航責任者が必要と認める活動 

救急活動上、特にヘリコプターによる活動が有効と認められ、かつ、医師等の専門知識を

有する者が搭乗できる場合 

３ 救助活動 

（1）高層ビル等火災における救助 

（2）水難事故及び山岳遭難等における捜索・救助 

（3）高速自動車国道及び自動車専用道路上の事故救助 

（4）その他運航責任者が必要と認める活動 

救助活動上、特にヘリコプターによる活動が有効と認められる場合 

４ 火災防御活動 

（1）偵察、情報収集活動 

大規模火災、爆発事故等が発生し、又は延焼拡大のおそれがあると認められ、偵察、情報
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収集活動を行う必要があると認められる場合 

（2）林野火災における空中消火 

地上における消火活動では、消火が困難であり、ヘリコプターによる消火の必要があると

認められる場合 

（3）資機材等の搬送 

大規模林野火災等において､他に人員､資機材等の搬送手段がない場合又はヘリコプターに

よる搬送が有効と認められる場合 

（4）その他運航責任者が必要と認める活動 

火災防御活動上、特にヘリコプターによる活動が有効と認められる場合 

５ 広域航空消防防災活動 

  広域航空消防活動上、特にヘリコプターによる活動が有効と認められる場合 

（緊急運航の要請) 

第５ 緊急運航の要請は、危機管理課に行う。 

２ 前項の要請は、様式第１号又は２号のメール又はファックス送信及び口頭により行い、事後

速やかに様式第３号又は４号を文書にて提出するものとする。 

（緊急運航の決定) 

第６ 運航責任者は、前条の要請があった場合には、災害の状況及び現場の気象状況等を確認の

上、運航指揮者に運航命令をし、運航責任者の回答をもって、要請者にその旨を回答する。 

（受入態勢) 

第７ 緊急運航を要請した者は、運航責任者と緊密な連絡を図るとともに、次の受入態勢を整え

るものとする。 

１ 離着陸場所を確保するとともに安全を確保するためヘリポートに警戒員を配置 

２ 傷病者等の搬送先の離着陸場所及び病院等への搬送手配 

３ その他必要な事項  

（報   告) 

第８ 運航責任者は、緊急運航を終了した場合には、速やかに活動の内容を運航総括責任者に報

告するものとする。 

２ 緊急運航を要請した者は、災害等が収束した場合、災害状況等報告書(様式第５号)により、

速やかに運航総括責任者に報告するものとする(但し、第４の２による場合は除く｡)。 

 

（附   則) 

この要領は、平成５年３月 25日から施行する。 

 

この要領は、平成 29年４月１日から施行する。 

 

 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 この要領は、令和４年４月１日から施行する。 


